
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

  

 

 

2024年度から、東京都で全世帯、福井県で2子以上世帯に対し、高等学校の授業料分を無償化する自治体独自補助の

「所得制限」が外されました。学費に対する「キャップ制」という大きな問題を抱えていますが、大阪府の「高校等授業

料無償化制度」も対象者の「所得制限」が外しました。今年は「普遍的」な「無償化」への扉が開かれた年といえます。

一方で、自治体間格差の拡大という側面があり、この格差を是正のために国の就学支援金制度の拡充が強く求められます。 
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学費負担の実態とその改善要求を社会に発信しよう!! 

「９月末学費滞納・経済的理由による中退調査」 

を 1校分でも多く集約しましょう!! 
 「９月末学費滞納・経済的理由による中退調査」と「事例報告」は、全国の奮
闘により10月23日現在250校分を超過しています。24日に入って、さらに

本部へ寄せられています。今月いっぱいを締切としています。どの県もあきらめ

ることなく、全国で400校（全国私学の約1/3）集約をめざし、マスコミに発

信していきましょう。 

 東京の事例報告では、「無償」と「有償（高学費負担）」が同教室に在籍してい

る問題についての記述が増えています。こうした一般の方々が知らない問題点を、

学校現場の事実から告発していくことが、国に「就学支援金制度」の拡充を迫っ

ていく、大きな力となります。各県最後まで集約に注力していきましょう。 

 

 右は、2024年10月24日付朝日

新聞神奈川版に掲載された記事です。 

 前日の10月23日に、東京、神奈

川など関東6都県に静岡、山梨、長野

を含む10都県で構成された「関東地

方知事会議」が「高校授業料無償化」

について国に財源確保を求める要望を

まとめたことを報じています。 

 5月23日にも国向け意見書を決議

し、提出しています。 

 総選挙前に「高校授業料無償化」の

問題が新聞で報道されることが、「私学

の無償化」を世論化していく機会であ

ることを示しているといえます。 

 私学助成全国署名を軸に、私学フェ

スティバル・私学のつどい、街頭署名

など街に出て私学助成の拡充と「私学

の無償化」を訴えていくチャンスだと

いえます。 

また、国会・県議会・市議会議員へ

私学の学費問題についての懇談を申し

入れ実施していくことで、知事会議も

動く情勢を、「私学の無償化」の世論づ

くりをうねりにしていきましょう。 


